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はじめに 

 

高齢期の口腔機能の低下は、栄養障害や肺炎など疾患の発生、さらには QOL の低下に

つながる恐れがあり、可能な限り口腔機能と栄養状態の維持改善を図ることが重要で

す。そこで、介護保険施設入所者の口腔と栄養に関するサービスとして、口腔機能維持

管理体制加算および栄養ケア・マネジメント加算があります。どちらも実施率は高く、

その主な実施者である歯科衛生士、管理栄養士といった専門職種が、それぞれの専門

性を発揮し入所者の口腔と栄養の管理を行っていると思われますが、これら専門職種

の連携については特に規定されておらず、実態は明らかにされていませんでした。 

そこで本事業では、①介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する実態調

査：全国の介護保険施設において、口腔と栄養に関するサービスにおける各専門職種

の連携状況を調査し、その効果と問題点について検討する。②介護保険施設における

口腔と栄養管理の連携に関する介入調査：介護保険施設 10 施設で、口腔と栄養に関す

るサービスにおける専門職種の連携の在り方と効果を明かにする、を実施しました。 

①介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する実態調査では、全国の 745 施

設（回収率 29.8%）からご回答をいただきました。結果、施設では摂食嚥下困難者と低栄

養者が多いという現状が明らかになりました。口腔機能維持体制加算については、約半数

が算定しており、協力歯科医療機関に食事に関する支援を求めている施設が多いことも分

かりました。さらに入所者の食事や栄養の問題に管理栄養士と歯科衛生士が連携している

施設が４割弱あるという結果も得られました。②介護保険施設における口腔と栄養管理

の連携に関する介入調査では、口腔機能維持管理に関する歯科衛生士の関与状況別に体

重減少者の割合を比較したところ、歯科衛生士と施設の栄養士との連携がある施設は、歯

科衛生士のいない施設、歯科衛生士が口腔機能維持管理等で関わっているが施設の栄養士

との連携がない施設と比較すると、体重減少者が有意に少ないとの結果が得られ、歯科衛

生士と施設の栄養士の連携の効果が明らかになりました。 

以上の結果につきましては平成 27 年度介護報酬改定のための参考資料として提出させ

ていただきました。食事観察（ミールラウンド）や多職種カンファレンスなどの取り組み

などプロセスを重要視し、咀嚼能力などの口腔機能を踏まえた経口維持、改善行っていく

ことを評価する経口維持管理加算等の改正に役立てていただいたものと思われます。 

最後になりましたが、本事業から得られた情報が、介護保険施設で働く皆様の一助

となること、また、介護保険施設で生活されている方々とそのご家族の皆様が安心し

て、充実した生活を生涯おくるための支援に繋がることを願っております。 

この場をお借りして調査にご協力いただきました方々、ご家族、さらに施設関係者、

歯科衛生士会の皆様方に深く感謝申し上げます。また、本事業から得られた貴重な情

報を、1 日でも早く現場に還元できるよう、班員一同尽力して参りたいと思いますので、

引き続き、ご支援ご協力のほどお願い申し上げます。 
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① 介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する実態調査 

 

【概要】 

1.調査背景および目的 

高齢期の口腔機能の低下は、栄養障害や肺炎など疾患の発生、さらには QOL の低下につな

がる恐れがあり、可能な限り口腔機能と栄養状態の維持改善を図ることが重要である。そこ

で、介護保険施設入所者の口腔と栄養に関するサービスとして、口腔機能維持管理体制加算

および栄養ケア・マネジメント加算がある。どちらも実施率は高く、その実施者である歯科

衛生士、管理栄養士といった専門職種が、それぞれの専門性を発揮し入所者の口腔と栄養の

管理を行っていると思われるが、これら専門職種の連携については特に規定されておらず、

実態は明らかにされていない。 

そこで本事業では①介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する実態調査にお

いて、全国の介護保険施設での口腔と栄養のサービスに関する各専門職種の連携状況を調

査し、その効果と問題点について調査した。 

 

2.実施対象 

1） 介護保険施設調査 

全国の全ての介護保険施設のリストから、都道府県別、施設種、施設規模別に層化多段

階抽出した2500施設（全施設の20％）の施設長 

 

2） 訪問歯科衛生士調査 

全国11の都道府県歯科衛生士会等にお願いし、無作為に抽出した介護保険施設に訪問

している歯科衛生士200名。 
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3.実施方法 

1） 介護保険施設調査 

抽出した2500施設（全施設の20％）の施設長宛に調査票を郵送で送付し、郵送で回収し

た。 

調査項目：回答施設の概況、口腔に関する介護報酬の算定状況、栄養に関する介護報酬の算

定状況、口腔と栄養に関するサービスの実施状況とその効果・問題点、施設内での

歯科医師、歯科衛生士、（管理）栄養士との連携の状況とその効果と問題点など。 

実施期間：平成26年9月1日～平成26年10月15日 

 

2） 訪問歯科衛生士調査 

抽出した介護保険施設に訪問している歯科衛生士200名に対して郵送、FAX、メール等で

調査票を配布、回収した。 

調査項目：回答歯科衛生士の概況、介護保険施設訪問時の勤務状況、訪問先の口腔関連サ

ービスの実施状況、口腔関連サービスに関する連携の状況など          

口腔機能維持管理（体制）加算の業務内容と問題点 

実施期間：平成26年８月20日～平成26年９月30日 

 

4.結果 

1） 介護保険施設調査 

 全国の介護保険施設から施設種類別に 2,500 施設を層化抽出して調査を実施し 745 件

（回収率 29.8%）から回答を得た。 

 発 送 数 有効回収数 回収率 

全数 2,500 件 745 件  23.0%  

介護老人福祉施設（特養） 1,467 件 454 件 30.9% 

介護老人保健施設（老健） 752 件 213 件 28.3% 

介護療養型医療施設 281 件 61 件 21.7% 

 

 施設入所者全体の経口摂取の状況は非経口摂取者が 7.1％、嚥下困難食提供者

14.4％、とろみ水分提供者 17.5％であった。 

 口腔機能維持体制加算については、47.0%の施設が算定していた。協力歯科医療機関

の中で少数であったが、定期的な入所者に関するカンファレンスへの参加や入所者の

食事に関する相談業務を行っている医療機関も認められた。反対に協力歯科医療機関

に行ってもらいたいが行われていない業務としては、「摂食嚥下障害の治療」43.7%、

次いで「定期的な入所(入院)者に関するカンファレンスへの参加」42.5%、「入所者の

食事に関する相談」26.7％であった。 
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図１ 協力歯科医療機関に行ってもらいたいが行われていない業務 

 

 協力歯科医療機関に行ってもらいたいが行われていない業務がある場合、施設側の事

情としては、「時間の問題」が最も多く 41.3%が回答していた。 

 栄養マネジメント加算については、全体では 79.7%の施設が算定していた。 

 入所（入院）者に対する「体重測定の頻度」は概ね 4週間に 1回程度で、施設種類別

による違いはみられなかった。 

 BMI が 18kg/m2以下の入所者の割合は約 30％で、低栄養者が多いことが分かった。 

 歯科医師、歯科衛生士への報酬の有無については、「支払っている」が 24.3%、「支払

っていない」が 65.7%であった。 

 

図２ 技術的助言指導に対する協力歯科医療機関への報酬の有無 

42.5 

6.8 

6.8 

43.5 

26.7 

31.7 

10.9 

11.8 

5.3 

1.2 

44.0 

7.0 

5.0 

45.5 

28.5 

28.0 

11.5 

14.0 

5.0 

0.5 

42.6 

5.3 

8.5 

41.5 

23.4 

38.3 

8.5 

7.4 

7.4 

1.1 

33.3 

14.3 

14.3 

28.6 

23.8 

28.6 

9.5 

9.5 

0.0 

9.5 

0 10 20 30 40 50 

定期的な入所(入院)者に関するカンファレン

スへの参加

う蝕・歯周病・義歯の治療

口腔の外傷への対応

摂食嚥下障害の治療

入所(入院)者の食事に関する相談

歯科健診

歯科相談

歯科に関する情報提供

その他

無回答

(%)

全体(n=322)

介護老人福祉施設(n=200)

介護老人保健施設(n=94)

介護療養型医療施設(n=21)

24.3 

27.8 

20.7 

13.6 

65.7 

61.1 

70.2 

81.8 

10.0 

11.1 

9.1 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

介護老人福祉施設

(n=198)

介護老人保健施設

(n=121)

介護療養型医療施設

(n=22)

支払っている 支払っていない 無回答
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 口腔機能維持管理加算のメリットについて、「ある」と回答した施設は 84.6%。 

 歯科医師および歯科衛生士が行っている助言・指導の内容は、「入所（入院）者の口

腔清掃状態について」（74.3%）、「入所（入院）者のう蝕、歯周病について」

（54.0%）、「入所（入院）者の義歯の状態について」（54.3%）、「入所（入院）者の口

腔乾燥について」（55.4%）で、個別ケースに関しても同様であった。 

 歯科衛生士の必要性については、勤務していた方がいいと「思う」施設が 7割を超

え、「口腔の評価・指導担当者としての雇用」が 45.8%で、「口腔ケア専任（実施担当

者）としての雇用」の 38.7%より多かった。 

 

図３ 歯科衛生士を雇用する目的 

 

 入所者の食事や栄養の問題への対応に当たっての管理栄養士と歯科衛生士が連携して

いる施設が４割弱あるという結果であった。連携の具体的な内容は「食形態の変更」

が最も多く（86.7%）であった。一方、管理栄養士と歯科衛生士とが連携していない

理由としては、「共同する時間など余裕がない」が最も多く（47.9%）であった。 

 

図４ 歯科衛生士を雇用する目的 

38.7 

40.4 

33.9 

38.6 

45.8 

45.0 

48.5 

45.5 

9.4 

8.8 

11.7 

6.8 

3.1 

2.7 

2.3 

6.8 

3.1 

3.0 

3.5 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=555)

介護老人福祉施設

(n=329)

介護老人保健施設

(n=171)

介護療養型医療施設

(n=44)

口腔ケア専任（実施担当者）としての雇用 口腔の評価・指導担当者としての雇用

一般介護職としての雇用 その他

無回答

63.1 

63.9 

61.0 

62.3 

24.6 

23.1 

28.6 

21.3 

6.3 

6.6 

5.6 

6.6 

4.7 

5.1 

3.8 

6.6 

1.3 

1.3 

0.9 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=754)

介護老人福祉施設

(n=454)

介護老人保健施設

(n=213)

介護療養型医療施設

(n=61)

していない 時々している 大抵している いつもしている 無回答
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 入所者の食事や栄養の問題への対応に当たっての管理栄養士と歯科衛生士との連携す

ることの効果については、「ある」とする施設が 6割を超えていた。 

 管理栄養士と歯科衛生士・歯科医師との連携に際して必要なこととしては、ほとんど

全ての項目に回答があったが、中でも「共同することでどのような効果が得られるか

の根拠」や「介護報酬上の加算」「共同するためのマニュアル」が 4割以上の回答が

あった。 

 

図５ 管理栄養士と歯科衛生士・歯科医師との連携に際して必要なこと 

 

  

44.8 

48.1 

41.3 

30.6 

42.8 

34.9 

5.6 

48.0 

44.7 

43.6 

30.0 

41.4 

32.6 

6.6 

39.9 

54.5 

37.6 

31.0 

44.6 

37.6 

5.2 

44.3 

47.5 

42.6 

34.4 

47.5 

39.3 

1.6 

0 10 20 30 40 50 60 

共同することでどのような効果が得られるか

の根拠

介護報酬上の加算

共同可能な管理栄養士の研修や育成

共同可能な歯科医師、及び歯科衛生士の研

修や育成

共同するためのマニュアル

歯科衛生士の雇用

その他

(%)

全体(n=754)
介護老人福祉施設(n=454)
介護老人保健施設(n=213)
介護療養型医療施設(n=61)
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2） 訪問歯科衛生士調査 

 回収した調査票は全体で 184 名（回収率 92.0%）であった。 

 回答した歯科衛生士の就労経験年数は、「10年以上」が 8割を占めていた。 

 3 割の歯科衛生士は摂食嚥下リハビリテーションや在宅療養指導など認定をもってい

た。 

 歯科衛生士は月平均 9～12 日施設に訪問し、うち口腔機能維持管理（体制）加算のた

めに月平均 4～10 日訪問していた。 

 訪問している介護保険施設の 81％が口腔機能維持管理体制加算を算定し、46％の施設

が口腔機能維持管理加算を算定していた。 

 経口維持加算については 16％の施設が、経口移行加算については 13％の施設が算定

していた。17％の歯科衛生士が経口維持、経口移行加算に関与していると回答し、

32.8％の歯科衛生士が栄養や食事に関するカンファレンスに参加していると回答して

いた。 

 

図６ 栄養や食事に関するカンファレンスに参加している歯科衛生士の割合 

 

 口腔機能維持管理（体制）加算における連携で最も重要な職種は歯科医師との回答が

最も多かった。 

 口腔機能維持管理体制加算で最も重要な業務は「口腔衛生に関する情報提供・相談業

務」、「介護士・ヘルパーへの口腔衛生指導」、口腔機能維持管理加算で最も重要な業

務は「入所者への口腔ケアの実施」であった。 

  

あり
32.8%

なし
59.0%

不明
8.2%
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 口腔機能維持管理加算を算定している歯科衛生士の中で、入所者（入院者）の体調不

良や退所などで月４回のサービス提供が行えなかったために加算を算定できなかった

経験がある者は 88.9％で、休日や勤務時間外に無理をして訪問し月４回サービスを提

供したことがある者は 56.8％であった。 

 途中で歯科訪問診療が入り算定できなかった経験のある者は 27.2％であった。 

 口腔機能維持管理加算を算定している歯科衛生士の中で月４回のサービス提供が行え

ず口腔機能維持管理加算を算定できなかった、ないし無理をして月 4回サービスを実

施し加算を算定した経験のある者は 96.3％であった。 

 

図７ 月４回実施できず算定出来なかった、無理をして月 4回実施し算定した者の割合 

  

あり

96.3%

なし

3.7%
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5.考察 

1） 介護保険施設調査 

 介護保険施設入所者の経口摂取の状況は非経口摂取者、嚥下困難食提供者、とろみ水

分提供者を合わせると約 4割の入所者が栄養や経口摂取に対する支援が必要であるこ

とが明らかになった。そのような状況から、協力歯科医療機関に「摂食嚥下障害の治

療」、「定期的な入所(入院)者に関するカンファレンスへの参加」、「入所者の食事に関

する相談」など食支援を求めている施設が多いという結果となったと思われる。 

 協力歯科医療機関に行ってもらいたいが行われていない業務がある場合、行われない

理由として「時間の問題」が挙げられていたが、これに関しては平成 27年度の介護

報酬改定で、入所者の栄養や食事に関するカンファレンスやミールラウンドの実施が

経口維持加算の算定に必要とされたことから、この時間に関する問題が解消されるこ

とが期待される。 

 全ての施設で入所者の体重測定は概ね 4週間に 1回行われていた。また、BMI が

18kg/m2以下の低栄養の入所者の割合が約 30％であるとの結果、体重の変化は栄養摂

取状況を表す最も有用な指標であることから、介護保険施設における、口腔と栄養の

サービス効果をはかる指標の一つとして体重の変化は最も適していると思われる。 

 口腔機能維持管理体制加算に関わる、歯科医師、歯科衛生士が施設職員に対する技術

的助言および指導に当たっての報酬はほとんど支払われておらず、歯科医療側のボラ

ンティアで成り立っているサービスであることが示唆された。 

 ほとんどの施設は口腔機能維持管理加算のメリットがあると回答しており、口腔に関

するサービスの必要性への理解は浸透してきているものと思われる。また、介護保険

施設に歯科衛生士が勤務していた方がいいと「思う」とする施設が 7割を超え、「口

腔の評価・指導担当者としての雇用」が望ましいとの回答が約半数と「口腔ケア専任

（実施担当者）としての雇用」を上回ったことから、歯科衛生士の業務に対する認識

が向上してきているものと思われる。 

 入所者の食事や栄養の問題に管理栄養士と歯科衛生士が連携している施設が４割あ

り、連携の効果についても 6割強があると回答していた。一方、管理栄養士と歯科衛

生士とが連携していない理由としては、「時間など余裕がない」が最も多く、平成 27

年度の改訂で経口維持加算の算定に必要なミールラウンドやカンファレンスの実施に

より、これら問題が解消される可能性が高く、管理栄養士と歯科衛生士の連携が促進

されることが期待される。 

 管理栄養士と歯科衛生士・歯科医師との連携に際して必要なこととしては、「共同す

ることでどのような効果が得られるかの根拠」や「介護報酬上の加算」「共同するた

めのマニュアル」との回答が多かった。共同することの効果については、本研究事業

の介入調査である程度提示できたと考える。また報酬については今回の改訂でついた

ことから、今後、効果的な連携による介入方法やマニュアルの作成が必要と考える。 
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2） 訪問歯科衛生士調査 

 今回調査に協力した介護保険施設に訪問している歯科衛生士は口腔機能の維持管理

に関して、十分な経験と知識、技術を有していた。 

 頻回に施設を訪問し、入所者の口腔機能の維持管理だけでなく、経口移行や維持に

も関与し、栄養や食事に関するカンファレンスにも参加している歯科衛生士が多く

いることが分かった。 

 これら歯科衛生士の活躍が評価され、平成 27 年度の介護報酬改定で、多職種によ

る食事の観察（ミールラウンド）やカンファレンス等の取組のプロセス及び咀嚼能

力等の口腔機能を踏まえた経口維持のための支援を評価する方向での改定が行われ

たことから、今後、歯科衛生士の活躍の場がさらに広がっていくことを期待した

い。 
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② 介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する介入調査 

 

【概要】 

1.調査背景および目的 

 高齢期の口腔機能の低下は、栄養障害や肺炎など疾患の発生、さらには QOL の低下につ

ながる恐れがあり、可能な限り口腔機能と栄養状態の維持改善を図ることが重要である。 

平成 24 年度の老人保健健康増進等事業「施設入所者に対する栄養ケアマネジメントにお

ける効果的な経口摂取の支援のあり方に関する調査研究事業」において、経口維持・経口移

行加算への取組みが加算算定につながらない要因として、「効果が明らかでない」との報告

がある。そこで連携による効果を明らかにする目的で、②介護保険施設における口腔と栄養

管理の連携に関する介入調査を実施し、口腔と栄養に関するサービスにおける専門職種の

連携の在り方とその効果および問題点を明かにすることとした。 

 

2.実施対象 

介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する介入調査は次の２つを実施した。 

 

1）歯科衛生士の関与状況が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

 

口腔機能維持管理に関する歯科衛生士の関与状況別に次の３群に分けて検討した。 

① 歯科衛生士の関与がない介護保険施設 2施設の入所者 179 名 

② 歯科衛生士の関与があるが、管理栄養士との連携がない介護保険施設 5 施設の入所者

345 名 

③ 歯科衛生士と管理栄養士が連携している介護保険施設 3施設の入所者 138 名。 

 

2）歯科衛生士と管理栄養士の連携が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

 

歯科衛生士と管理栄養士の連携の有無により次の２群に分けて検討した。 

① 介入群：歯科衛生士と管理栄養士が積極的に連携し、入所者の食支援を行った介護保険

施設 3施設の入所者 211 名。 

② 対照群：従来通り歯科衛生士が口腔機能維持管理（体制）加算サービスを実施するが、

管理栄養士と積極的に連携しなかった介護保険施設２施設の入所者 145 名 
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3.実施方法 

 

1）歯科衛生士の関与状況が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

各施設の BMI18.0kg/m2 未満の入所者の割合、頸部聴診による誤嚥リスク者の割合、最近

３か月間に３kg 以上の体重減少が認められた者の割合を調査し、最近３か月間に３kg 以上

の体重減少の有無を従属変数とし、歯科衛生士の関与の状況（施設①②③）を独立変数とし

て、検討を行った。（後向き比較対照試験） 

 

2）歯科衛生士と管理栄養士の連携が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

歯科衛生士と管理栄養士が連携した介入を開始する前に、対象５施設の入所者に対して

ベースライン調査を行った。集計は介入群と対照群別に行い、群別の比較を行った。 

歯科衛生士と管理栄養士が連携して入所者の食支援を行った施設（介入群）と、連携を行わ

なかった施設（対照群）の２群に分けて３か月間の連携の内容とその効果について比較検討

を行った。（前向き比較対照試験） 

 

4.結果 

 

1）歯科衛生士の関与状況が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

 施設別の入所者の平均年齢、性別、平均の BMI および BMI18.0kg/m2 未満の人の割合に

有意差は認められなかった。 

 頸部聴診による誤嚥のリスク判定では、リスクありの人の割合が、施設③で有意に高く、

反対に最近３か月間の３kg 以上の体重減少者の割合は施設③が有意に低かった。 

 最近３か月間に３kg 以上の体重減少の有無を従属変数とし、歯科衛生士の関与の状況

を独立変数として、多重比較を行った結果、施設①と③、施設②と③の間に有意差を認

めた。 

 
  

6.8％

5.3％

1.4％

-8
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0

図１ 3ヵ月で3kg以上の体重減少者の割合

① 歯科衛生士の関与がない

施設

② 歯科衛生士の関与がある

が、管理栄養士との連携がな

い施設

③ 歯科衛生士と管理栄養士

が連携している施設
P=0.02 
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2）歯科衛生士と管理栄養士の連携が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

 施設入所者の概要： 

入所者の平均年齢は 84.4 歳で、既往は認知症６割、脳血管障害４割であった。介護度

は３以上が９割、認知症と診断されていない者でも認知機能の低下が認められた。 

 食事に関する施設入所者の状況： 

BMI の平均は 20.7±3.8kg/m2と低く、BMI18.0kg/m2未満の割合は 24.7％と高値であっ

た。MNA®-SF の平均も 8.8 と低く、低栄養および低栄養リスク者がほとんどであった。

食欲低下者も多く、摂食力評価も低かった。食事時間は 15％の入所者が 40 分以上を要

し、摂食量も平均８割程度であった。 

食事の自力摂取が可能な者３割弱、食事が開始できない者４割、食事のペースに問題あ

る者４割、食べ物を詰め込んだり、吐き出したり、溜め込んでしまう者がそれぞれ２割

いるという結果であった。 

 口腔機能、嚥下機能の状況： 

リンシングができない者３割、ガーグリングができない者５割、口唇閉鎖が不十分な者

１割、舌運動が不十分な者２割、発音が悪い者２割であった。 

口腔衛生状態が不良な者８割弱、口腔乾燥を認める者４割、残存歯による咬合支持が喪

失している者７割であった。 

３割の入所者に嚥下機能の低下が疑われ、２割の者で咳反射が減弱し、約半数の入所者

には嚥下機能の精査が必要であった。 

 歯科衛生士と管理栄養士の連携が施設入所者の栄養状態におよぼす影響 

ベースライン調査の結果では介入群と対照群の間に有意な差は認められなかった。 

介入群の入所者に対する歯科衛生士と管理栄養士の連携による食支援の内容としては、

食事姿勢の改善、身体の準備の改善、好物の提供、食環境の改善、配膳方法の工夫、食

具把持の支援、口腔内の問題の改善であった。 

連携の効果については介入期間が３か月間と短く、入所者の体重、BMI、SMI などの栄

養指標に関して、群間に有意差は認められなかった。 
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5.考察 

1）歯科衛生士の関与状況が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

最近３か月間に３kg 以上の体重減少の有無を従属変数とし、歯科衛生士の関与の状況を

独立変数として、多重比較を行った結果、歯科衛生士が施設に関わっていても、施設の管理

栄養士との連携がなければ入所者の体重減少の抑制に効果はなく、歯科衛生士と栄養士が

連携することで、入所者の体重減少を有意に抑制する可能性が示唆された。 

さらに、最近３か月間の３kg 以上の体重減少について、年齢や誤嚥のリスクの有無を調

整しても、BMI18.0 kg/m2以上であることは、体重の減少のリスクを半分に減らし(OR：0.49)、

歯科衛生士と管理栄養士の連携がない施設の入所者は、連携のある施設と比較して、体重

減少のリスクが 5.14 倍高いことが示唆された(OR：5.14)。 

つまり、歯科衛生士と管理栄養士の連携による食支援は介護保険施設入所者の栄養状態

の維持に効果があるという結果であった。 

 

  
オッズ比 

95% 信頼区間 
ｐ値 

下限 上限 

年齢（歳） 1.04 0.99 1.09 0.11 

BMI18.0 未満（kg/m2) 0.49 0.24 0.99 0.05 

誤嚥のリスク（あり/なし） 0.88 0.43 1.77 0.72 

歯科衛生士と栄養士の連携

（なし/あり） 
5.14 1.20 21.96 0.03 

表 1 最近３か月間の３kg 以上の体重減少に関する二項ロジスティック回帰分析 

 

2）歯科衛生士と管理栄養士の連携が施設入所者の栄養状態に与える影響に関する介入調査 

連携の効果を検討するために、介入群と対照群間でベースライン時と３か月後の結果を

検討したが、介入期間が３か月間と短く、入所者の体重、BMI、SMI に関して、群間に有意差

は認められなかった。しかし、脱落者、体重減少者は対照群で多く、脱落者の原因が死亡、

体調悪化による入院であることを考慮すれば、対照群で体重減少者が多かった可能性が高

い。以上の結果から、歯科衛生士と管理栄養士の連携による施設入所者の食に対する積極的

な支援は、施設入所者の体重減少を抑制する可能性があると考えられた。 
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図２ 脱落率
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③ タイムスタディ・ヒアリング調査 

 

【概要】 

1.調査背景および目的 

 介護保険施設における歯科衛生士と管理栄養士の協働の実態とその効果を明らかにする

ことを目的に介護保険施設に勤務する管理栄養士と歯科衛生士に対してヒアリングおよび

連携支援事例調査を実施した。 

 

2.実施対象 

介護保険施設における口腔と栄養管理の連携に関する介入調査は次の２つを実施した。 

 

1）タイムスタディ・ヒアリング調査 

介護保険施設 10 施設（介護老人保健施設２施設、介護老人福祉施設 8施設）に勤務する管

理栄養士 6名と歯科衛生士 8名。 

 

2）連携支援事例調査 

介護保険施設 5施設（介護老人保健施設２施設、介護老人福祉施設３施設）に勤務する管理

栄養士 5名と歯科衛生士 5名。 

 

3.実施方法 

 

1）タイムスタディ・ヒアリング調査 

対象の管理栄養士と歯科衛生士に対して、調査対象日の 1 日のタイムスケジュールを業務

内容、同席者等の情報を含め自由に記載し提出させ、業務内容ごとに集計し割合を算出した。 

 

2）連携支援事例調査 

対象の管理栄養士と歯科衛生士に対して、歯科衛生士と管理栄養士の協働による経口摂取

支援事例に関するヒアリング調査を実施した。 
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4.結果および考察 

 

1）タイムスタディ・ヒアリング調査 

○タイムスタディ調査 

 タイムスタディ調査の結果、管理栄養士の業務は多岐にわたっており、歯科医師、歯科

衛生士と連携業務がある日では 1 日の半分を連携に関する業務に割かれている施設も

あった。 

 管理栄養士の業務時間全体の中で、ミールラウンドなど直接連携している時間以外に

連携で生じた業務を行うための時間が 20％前後必要であることが分かった。この時間

については、連携を促進し、その効果を上げるうえで十分念頭に入れて検討していく必

要がある。 

 歯科衛生士は連携の有無にかかわらずミールラウンドに 20％前後の時間を割いていた。

つまり管理栄養士との連携がある歯科衛生士は口腔衛生のみならず、食事観察を含め

た口腔機能評価を日常的に行っていることが示唆された。 

 介護現場において利用者の食事時間にミールラウンドを実施し、食形態変更等のアド

バイスが出来る歯科衛生士は、口腔機能および嚥下機能、要介護高齢者や有病者に関す

る知識のほかに、介護現場での業務の経験や多職種共働参画に関するスキルが必要と

考えられる。歯科と栄養の連携を検討していく上で、歯科衛生士のスキルアップも検討

していく必要がある。 

 

○平成 27年度介護報酬改定の内容に関するヒアリング調査 

 改訂後の経口維持、経口移行加算サービスの実施については、多職種連携が不可欠であ

るという意見が多く、算定条件が緩和されたとしても、対象者の明確化やミールラウン

ドやカンファレンス実施に関する書類の書式を明確にしてほしい等の意見や、高度な

支援を行う必要がある入所者への対応をもっと評価してほしいとの意見が多くみられ

た。 

 管理栄養士の業務負担の増加が懸念されるとの意見から、必要書類の整備をマニュア

ル化、簡略化した書類作成用のひな形の提示などの必要性が示唆された。 

 管理栄養士の責任増加に対する不安についての意見があり、医師、歯科医師、歯科衛生

士等による指導等の充実と、その他多職種による連携・協力体制を整える必要があると

思われる。 

 算定単位の減額、収入減への不安から施設の負担を少なくし、改定後の加算によるメリ

ットを利用者、利用者家族、介護職等に説明できるような資料やマニュアルの整備が必

要との意見もあった。 
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2）連携支援事例調査 

 連携による経口摂取支援例では、口腔機能の評価にあわせた食支援が行われ、特に義歯

や咀嚼による評価が行われ、それに基づいた食事の変更等が行われていた。また、歯科

衛生士が歯科医師に義歯の調整等を依頼し、治療することで、経口摂取や栄養状態が改

善する例が多く認められた。 

 嚥下機能低下者には餡かけやソフト食の提供などでの対応が最初に行われることが多

かった。また水分や汁物の誤嚥が疑われる者に対してはトロミ付与やゼリーの適用な

どで水分摂取を促し、脱水を改善することが優先して行われていた。 

 食事中の姿勢や摂食のペース、一口量の問題なども多くの入所者で認められ、それらに

ついては他職種との連携支援が行われていた。 

 ほとんどの症例で口腔衛生状態の改善が行われ、歯科衛生士が口腔機能維持管理（体制）

加算の中で、施設職員に対する口腔衛生への関心を高める働きかけを行っていること

が伺われた。 

 歯科衛生士と管理栄養士の連携による食支援の評価については、短期間の評価では摂

食量や食事時間、少し期間のある評価では、体重の増減が用いられていた。特に体重の

測定は、ほぼ毎週全入所者に行われている施設がほとんどであることから、経口維持や

経口移行加算に対する評価は体重を目安に行っていくことが肝要と考える。 



 

18 
 

 第 113 回社会保障審議会介護給付費分科会資料 

本事業結果の一部は平成 26 年 11 月 6 日に開催された第 113 回社会保障審議会介護給付費分科会資料 資料３施設系サー

ビスの口腔・栄養に関する報酬・基準について（案）に提出した。 
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